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問題の所在

国民投票法が投票年齢を18歳とすることにともな
い、公職選挙法も選挙権年齢を20歳以上から18歳
以上に引き下げる改正公職選挙法が平成27年 6 月
17日に成立した。選挙年齢が18歳以上に引き下げら
れたのを踏まえて、高校生の政治活動をどう捉える
かという課題が生じてくる。なかでも、①学内と学
外の高校生の政治活動を同等に認めていくことがで
きるのかということや、②学外の高校生の政治活動
を教育機関が認めるとした場合どこまで認めること
ができるのか、③学外の高校生の政治活動を教育機
関が制約することは思想信条の自由との関連で問題
がないのか、④学外での政治活動の取り扱いについ

て地方分権との関連で都道府県間格差をどのように
考えていくのかなど多くの問題が挙げられる。

1．高校生の政治活動と行政庁通達

東西冷戦の激化を背景に、昭和29年に当時の義
務教育諸学校における政治的中立に関する教育二法
が論争の末成立した。いわゆる「義務教育諸学校に
おける教育の政治的中立の確保に関する臨時措置
法」と「教育公務員特例法の一部を改正する法律」
である。前法は教員を教唆せん動して特定の政治教
育を行わせることを禁止することを目的としており、
後法は教員の政治的行為を制限することを立法趣旨
としている。この二法は、後に行政庁による高等学
校での生徒の政治活動の制約にも大きな影響を与え
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ることになる。以下、高校生の政治活動に関しての
過去の文部省通達と、平成27年10月29日文部科学
省初等中等教育局長通知に影響を与えた平成27年
7 月 8 日自民党政務調査会の提言について考察して
いく。
（1）昭和35年文部省通達

昭和35年 （1960年） 6 月21日、各都道府県教育委
員会あての文部事務次官通達 （文初中321）「高等学
校生徒に対する指導体制の確立について」によれば、
高等学校の生徒などをそそのかし政治デモなどへ参
加させようとする動きがあるので、「外部からの不当
な勢力に乗ぜられて生徒会や生徒などが、政治活動
にまきこまれることのないよう教職員一体となって
生徒の指導体制を確立し、高等学校教育の本来の目
的の達成にいっそう努力する必要」があり、そのた
めにも適切な指導を行うことを示達したものである。
ただ、この時点では、「高等学校の生徒会活動は、
特別教育活動として、学校の教育課程として行なわ
れる教育活動であり、その目的は、当該高等学校の
学校生活を豊かにするためのものであって、学校外
の問題を対象とするものではないことを念のため申
し添え」るとしていた。

ところが、外部の団体のなかには高等学校の生徒
会を使って横断的に生徒を団結させて政治活動に用
いる動きが生じてくる⑴。そこで、昭和35年12月24
日都道府県教育委員会などに宛てた文部省初等中等
教育局長通達 （文初中505） 「高等学校生徒会の連合
的な組織について」において、高等学校生徒会の連
合組織などを結成して、本来の「高等学校の学校生
活を豊かにすることを目的として、学校の教育課程
として行なわれるべきもの」から逸脱した行為を行
うおそれがでてきており、「連合組織が結成されれ
ば、生徒会活動は、外部の好ましくない勢力によっ
て支配され、学校の指導も及びがたくなることはこ
れまでの実際例に徴しても明らかであり、それはも
はや学校の教育課程の範囲から逸脱している」こと
になるのであり、「このような見地から、高等学校生
徒会の全国的または地域的な連合組織などを結成し
たり、それに参加することは、教育上好ましくない」

とした。そしてこのことを「貴管下の各高等学校に
対し、この趣旨を徹底し、生徒会活動についてそれ
ぞれの実情に即して適切な指導が行なわれる」よう
に留意する通達が出されるに至る。しかし、本通達
は現在も存立しており、疑念を呈する見解もある⑵。
（2）昭和44年文部省通達

昭和44年 （1969年） 10月31日に、文部省初等中等
教育局長通達（文初高第483号）「高等学校におけ
る政治的教養と政治的活動について」を出した。

そのなかの書き出しでは、「大学紛争の影響等も
あって、最近、一部の高等学校生徒の間に、違法ま
たは暴力的な政治的活動に参加したり、授業妨害や
学校封鎖などを行なったりする事例が発生している
のは遺憾なことである。このようなことを未然に防
止するとともに問題に適切に対処するためには、平
素から、教育・指導の適正を期することが必要であ
るが、特に高等学校教育における政治的教養を豊か
にするための教育の改善充実を図るとともに他方当
面する生徒の政治的活動について適切な指導や措置
を行なう必要がある」としている。

この昭和44年の通達を出した背景には、学校内外
の政治活動が活発化して高等学校にまで政治的活
動が飛び火してそのような動きを規制する必要性に
迫られていた。それは、「高校に学生運動が波及し、
教室に机のバリケードができるといった時代背景が
あった」⑶からであり、現に昭和42年11月の第二次
羽田事件では、50人あまりの高校生が参加して 6 人
が公務執行妨害で逮捕されている。また、ベトナム
戦争反対、国防教育反対、王子野戦病院反対集会
への参加や、昭和43年10月21日の反戦デーには反日
共系だけで900人の高校生が参加した⑷。当時は、「高
校で何らかの政治的組織のあるのは約千校、 4 校に
1 校の割合で影響」 ⑸ がおよんでいた。

これら昭和35年および昭和44年の通達により、高
等学校における生徒会活動は政治性はおろか自主性
も喪失してしまい、学校にとり都合のよい利用手段
として、あるいはお飾りになってしまい学校行事の
遂行部隊のようになってしまったという見解⑹もあ
る。
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昭和44年通達が、教育的な観点からみて生徒の
政治的活動が好ましくない理由としては次のものが
挙げられている。①生徒は未成年者であり刑事・民
事上の取り扱いは成年者と異なるし、参政権が与え
られておらず未成年者が政治活動を行うことを期待
していない。②心身の発達過程にある生徒が特定の
政治的な影響を受けることのないように保護する必
要がある。③生徒の政治活動は、学校が将来の国家・
社会の有為な形成者として必要な資質を養う政治的
教養の教育の目的の実現を阻害することになりかね
ない。④生徒の政治的活動は、学校外での活動であっ
たにしてもそれが学校内に持ちこまれることにより、
現実には学校の外と内との区別なく政治活動が行わ
れ、他の生徒に好ましくない影響を与えるおそれが
ある。⑤一部の生徒の政治的活動のなかには、違法、
暴力的なものの活動になる可能性の強いものがあり、
非理性的な衝動に押し流され不測の事態を招くこと
にもなりやすく生徒の心身の安全に危険がおよぶこ
とがある。⑥生徒が政治的活動を行うことにより、
学習がおろそかになったり、勉学への意欲を失なつ
てしまうおそれがある。これらのことより、生徒の
政治的活動を規制について、公共の福祉の観点から
制約が是認されるとする。

そのうえで生徒の政治活動の制約の理由として
は、第一に、学内では、授業の他、クラブ活動、生
徒会活動等も学校の教育活動の一環として、生徒が
政治活動の手段の場として利用することは許され
ず、学校が禁止するのは当然のこととする。第二に、
生徒が学校内に政治的な団体や組織を結成すること
や、放課後、休日等においても学校の構内で政治的
な文書の掲示や配布、集会の開催などの政治的活動
を行うことは、教育の場が政治的に中立であること
が要請されていること、他の生徒に与える影響およ
び学校施設の管理面等から、教育に支障があるので
学校がこれを制限、禁止するのは当然とする。第三
に、学校外で放課後、休日等に行われる生徒の政治
的活動について、「生徒が心身ともに発達の過程に
あつて、学校の指導のもとに政治的教養の基礎をつ
ちかつている段階であることなどにかんがみ、学校

が教育上の観点から望ましくないとして生徒を指導
することは当然であること。特に違法なもの、暴力
的なものを禁止することはいうまでもないことである
が、そのような活動になるおそれのある政治的活動
についても制限、禁止することが必要である」とする。
この第三の点が平成27年10月29日の文部科学省初
等中等教育局長通知においてどのように変節するの
か課題といえる。
（3）自民党政務調査会の提言

　①学校教育の混乱を防ぐための提言

自民党は、平成27年 7 月 8 日に「選挙権年齢の引
下げに伴う学校教育における対応」という提言を
行っている。提言の基底にあるのは、学校で生徒が
有権者として必要な教育を受け素養を涵養していく
ことの重要性を説いている点である。提言は大きく
三点から行われている。第一に、政治参加等に関す
る初等中等教育の抜本的充実、第二に、混乱を未然
に防ぐための学校における政治的中立性の徹底的な
確立、第三に、大学、家庭、政治やマスコミなど社
会全体での取組の充実である。

第一の点については、「主権者として求められる
知識の習得や自覚を高める教育を抜本的に充実させ
る」ことを指針としている。

第二の点については、「高校生の政治活動につい
て学校に政治的イデオロギーが持ち込まれたり、学
校が政治闘争の場になったりして混乱することを断
固として避けるため」の方策として、昭和44年の文
部省初等中等教育局長通知を公職選挙法改正に
伴って見直しつつも、「高校教育の目的を達成する
観点から、高校生の政治的活動は学校内外において
生徒の本分を踏まえ基本的に抑制的であるべきとの
指導を高校が行えるよう、政府として責任をもって
見解を現場に示すべき」だとする。また、教員の「指
導や政治的活動については、政府としてその政治的
中立性の確保を徹底すべき」であると同時に、「政
治の責任において、教育公務員の政治的行為の制限
違反に罰則を科すための教育公務員特例法等の改
正を行い、偏向を防ぐための具体的手立てを確立す
る」ことの必要性を説いている。
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第三は、大学における取り組みや家庭、政治、マ
スコミなどの社会全体で啓発を通じて子ども達や若
者の政治参加意識の向上に取り組むことの必要性を
説いている。
　②具体的な方策

この第一点から第三点の提言について具体的な方
策として同党は、さらに詳細に検討を行っている。
なかでも最も重要なのは第二の点の「混乱を未然に
防ぐための学校における政治的中立性の徹底的な確
立」についての提言と考えられる。同党は、「公職
選挙法改正を契機に政治参加等に関する教育の充
実を図ることは当然であるが、一方で、学校に政治
的イデオロギーが持ち込まれたり、学校が政治闘争
の場になったりして混乱すること」を危惧し、その
ために、三つの取り組みの必要性を説く。

それは、①高校生の政治活動は学校内外におい
て生徒の本分を踏まえて基本的に抑制的であるべき
との生徒への指導を高等学校が行えるように行政庁
が現場に示すことである。それは、高校生が現実の
社会で一党一派に偏った政治活動に巻き込まれるこ
とにならないようにしなければならないからである。

②教員の政治活動について行政庁はその政治的
中立姓の確保を徹底すべきとする。政治参加などに
関わる教育を行ううえにおいて、教員の個人の考え
や特定のイデオロギーを児童・生徒に押しつけるこ
とがあってはわが国の民主政治の根底を揺るがしか
ねないとする。

③「教育公務員特例法」を改正して、教育公務
員の政治的行為の制限違反に罰則を科すことの必要
性であり、「地方公務員法」を改正して、教職員組
合の収支報告を義務づける。「義務教育諸学校にお
ける教育の政治的中立の確保に関する臨時措置法」
を改正することにより法の適用の対象を義務教育諸
学校限定から高等学校等に拡大することの必要性を
説く。

また、私立学校においても、教育的中立性の確保
を図るため教育基本法や公職選挙法等の趣旨を厳
守させるべきであるとする。

（4）平成27年10月29日文部科学省通知

� （昭和44年通知の見直し）

昭和44年通知では、高等学校の校内校外を問わ
ずに放課後や休日であっても、高校生の政治活動は
一定の制約を受けることは上述したとおりである。
その背景には高校生は、基本的に未成年者であり、
参政権が与えられていないので政治活動を行うこと
を期待していないというものであった。ところが、
国民投票の投票権に引き続き公職選挙法が改正され
選挙権が18歳以上に引き下げられた（平成28年 6 月
19日施行）。これにより一部の高校 3 年生にも投票
権や選挙権が与えられることになった。そこで従来
の昭和44年通知の見直しの必要性が重要になってく
る。

平成27年10月29日文部科学省初等中等教育局長
通知「高等学校等における政治的教養の教育と高等
学校等の生徒による政治的活動等について」では、
大きく三点の留意事項を明示している。

第一に、「高等学校等における政治的教養の教育」
である。それは、教育基本法14条 1 項の趣旨にのっ
とり高等学校等においても政治的教養の教育を実施
して国家・社会の形成者としての資質や能力を育む
力を涵養することの大切さを示している。同時に、
政治的教養の教育を実施するに際して教育基本法
第14第 2 項に基づき、政治的中立性を確保すること
が求められることに留意する必要がある。

第二に、「政治的教養の教育に関する指導上の留
意事項」として、①政治的教養の教育は、学習指導
要領に基づき適切に行うこととする。なかでも「指
導に当たっては、教員は個人的な主義主張を述べる
ことは避け、公正かつ中立な立場で生徒を指導する
こと」の重要性を説いている。②政治や選挙につい
て理解を深めさせること。③学校が政治的中立性を
確保しつつ、生徒が有権者として自らの判断で権利
を行使することができるよう、より一層具体的かつ
実践的な指導を行うこと。④実践的な投票方法など
を指導すること。⑤教員の地位利用や、言動が生徒
の人格形成に与える影響力が大きいことに留意する
こと。
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第三に、「高等学校等の生徒の政治的活動等」に
おいて、未来の我が国を担っていく世代である若い
人々の意見を取り入れることにより、現在と未来の
わが国の在り方を決める政治に反映させていくこと
の意義は重要とする。しかし、高等学校等の生徒に
よる政治的活動等は、無制限に認められるものでは
なく、必要かつ合理的な範囲内で制約を受けるとさ
れる。この制約について具体的には、①教科・科目
等の授業のみならず、生徒会活動、部活動等の授業
以外の教育活動も学校の教育活動の一環であり、生
徒がその本来の目的を逸脱し、教育活動の場を利用
して選挙運動や政治的活動を行うことについて、教
育基本法第14条第 2 項に基づき政治的中立性が確
保されるよう、高等学校等は、これを禁止すること
が必要であること。②放課後や休日等であっても、
学校の構内での選挙運動や政治的活動については、
学校施設の物的管理の上での支障、他の生徒の日常
の学習活動等への支障、その他学校の政治的中立
性の確保等の観点から教育を円滑に実施する上での
支障が生じないよう、高等学校等は、これを制限又
は禁止することが必要であること。③放課後や休日
等に学校の構外で行われる生徒の選挙運動や政治
的活動では、違法なもの、暴力的なもの、違法若し
くは暴力的な政治的活動等になるおそれが高いもの
と認められる場合には、高等学校等は、これを制限
又は禁止することの必要性を説く。また、生徒が政
治的活動等に熱中するあまり、学業や生活などに支
障があると認められる場合や、他の生徒の学業や生
活などに支障があると認められる場合、または生徒
間における政治的対立が生じるなどして学校教育の
円滑な実施に支障があると認められる場合には、高
等学校等は、生徒の政治的活動等について、これに
よる当該生徒や他の生徒の学業等への支障の状況に
応じ、必要かつ合理的な範囲内で制限または禁止す
る。さらに生徒が公職選挙法等の法令に違反するこ
とがないよう留意することが大切とする。ただ、本
通知が昭和44年通知と根本的に異なるのは、放課後
や休日等に学校の構外で行われる選挙運動や政治
的活動は、家庭の理解の下、生徒が判断し、行うも

のであるとしていることである。
本通知の趣旨は、学校や教員は中立に政治的教

養の教育を行い、そのうえで生徒が自主的な判断に
基づいて学外で政治活動を行うことに対しては基本
的に自由としている点である。

2．高校生の政治活動と憲法問題

（1）高校生の政治活動制約の合理性

  平成27年 7 月 8 日の自民党政務調査会の提言や、
平成27年10月29日通知では、「生徒の本分」、「学業
への支障」などを理由に高校生の政治活動に介入・
干渉できディベートなどでの政治的発言を校内であ
ることを理由に抑制できることになる。

自民党の提言では、高校生の政治活動は学校内
外において生徒の本分を踏まえ基本的に抑制的であ
るべきとの認識を前提に、政治参加等に関する教育
の充実と高校生の政治的活動を峻別しようとしてい
る。また、文部科学省の平成27年10月29日の通知で
は、学校外での政治活動は基本的に容認するが、学
業に支障が発生した場合等は禁止することも可能と
しており、学校内の活動は原則として禁止されてい
る。これでは、結果的に「生徒の本分」という言葉や、

「学業への支障」があるなどを理由に高校生の政治
活動に介入・干渉することができることになり、「校
内であること」を理由に制約することが可能となる⑺。

この点、田中隆氏は選挙権や国民投票権を有する
18歳以上の者が、「政治的主張の実現のために政治
的活動を展開するのは、あまりにも当然で、高校生
であるがゆえに制約される理由」にはならないとい
う。このことは、たとえ18歳未満であっても政治に
関心や興味をもち、政治的意見を発信することも当
然で、そうでなくては18歳になったときに選挙権や
国民投票権を自己の信念に基づき適正に行使するこ
とはできないことを意味する。そのように考えてくる
とこの自民党提言や、昭和44年通知の見直し案は、

「高校生の人権主体性を否定しているに等しい」⑻と
いう。そもそも自民党の提言では、「中高生の『政治
参加等に対する意識』が低く、高校生が選挙違反を
犯す危険があるとの認識が前提にされて」おり、こ
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の点自体に問題があるとする⑼。同様に自民党の提
言では、多くの選挙違反の事例を並べて「公選法違
反への懸念」を強調しているが、このような教育で
は青年層をかえって選挙から遠ざけることになって
しまうといえる⑽。
  言論・表現の自由は、すべての国民に保障された
基本的人権であり、未成年者といえどもその例外で
はない。このことは子どもの権利条約13条の「子ど
もは表現の自由への権利を有する」ことからも明ら
かである。そもそも人権の行使が制約されるのは、
他人の人権を侵害する場合などの例外的な場合に限
定されねばならない。「本分」「学業」や「校内」は
こうした場合に該当しないことは明らかである⑾とい
う論説がある。

そもそも政治参加に対する意識について、「青年
層の投票率が低いのは、民意と乖離した選挙制度の
もとで、青年層の期待を引き出せないほどに劣化し
た政治の責任」であり、青年に責任転嫁をしてはな
らないとする⑿。

ただ、これらの論の主張をストレートに受けると
そもそも学内はおろか授業中の生徒の政治活動の制
約すら困難になるという難点がある。また、その背
景にある学校や教員の教育の中立性を担保すること
すら困難になるおそれがあるといえよう。そうなっ
たときに学校が政治闘争の場に巻き込まれかねない
といえる。特定のイデオロギーによって支配された
り、イデオロギー対立が教員や生徒の学校生活に及
ぼす影響は計り知れないといえる。その意味では通
知にある生徒の政治活動は一定の制約の下にあるべ
きといえる。
（2）高校生の政治活動に及ぼす教員の影響

自民党提言の「教育公務員特例法」を改正して、
教育公務員の政治的行為の制限違反に罰則を科す
ことの必要性と、「地方公務員法」を改正して、教
職員組合の収支報告を義務づけることについては、

「学校教育に政治的なイデオロギーが持ち込まれる
ことがあってはならない」ということを強調したので
ある。

なかでも「高校生の投票が可能になり、若者の政

治への関心を高める主権者教育が必要とされる。自
民党には『日教組の教員が偏った教育をしかねない』
との警戒感があり、地方公務員法改正で教職員組合
に収支報告を義務付けることも盛り込んだ」⒀もの
といえる。同様に、「日本教職員組合（日教組）が
組合出身の候補者を積極的に支援したりするなど選
挙運動に関与してきた過去を踏まえ、組合の収支報
告を義務付ける地方公務員法改正も盛り込んだ」⒁

のである。
田中隆氏は、18歳の選挙権と教職員組合の収支

報告はまったく関係がないという。それは、教職員
組合を権力者である国家機関の監視下におくことを
主眼とした「悪乗り便乗」であり、「特定の組織に
対して断定的に権力的統制を認めるもので、結社の
自由、団結権、教育の自由の侵害になることも明白
である」と述べる。

同氏の論拠は、高校生の政治参加に関する教育を
充実させるには、教職員自体が政治的認識を高めて
いき、教員自らの政治的見解を表明できる資質を身
につけて、高校生との対話につとめなければならな
いということである。また、教職員の政治的活動で
は昭和44年通知は、「教師の見解そのものも種々の
見解の中の一つであることをじゅうぶん認識して教
師の見解が生徒に特定の影響を与えてしまうことが
ないように注意すること」としている。この通知自
体が高校生の政治的活動を全否定したものであり、
教職員の政治的見解の表明そのものは禁止していな
かったことになるという。その点、文部科学省の平
成27年10月29日の通知では、「教員が個人的な主義
主張を述べないこと」が要求されており、「高校生
の政治活動を条件付きで認めるのと『引き替え』に、
教職員には『口を閉ざせ』と言っていることにしか
ならない」という。そしてこのことは結果として、教
職員の発言を法的に抑制することになり、主権者た
ろうとする高校生に対する侮辱になる。それはとり
もなおさず、主権者教育そのものを阻害することに
ならざるを得ないという⒂。

高校教育での政治的中立に関して、時事通信社は、
47都道府県の選挙管理委員会と都道府県教育委員
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会を対象にアンケートを行ったところ、「全国の 8 割
に当たる37教委が『確保できる』と回答し、理由と
して『教員の指導の徹底』などを挙げた」⒃。ただ、
毎日新聞が公民科や主権者教育を担当する47都道
府県の高校教員に、「高校教育での教育の中立性」
に関してアンケート調査をしたところ 6 割が前向き
に受け止めているとする反面、「確保できるかどうか
不安や戸惑いを感じている」と主権者教育の担い手
の多くが政治的中立を巡って悩む姿が浮かんだ⒄。

いわば教育行政庁と現場の教員とでは政治的中立
に対する意識に温度差があるといえる。高等学校で
授業を行う教員を教育行政が指導しきれるかといえ
ば現実的にはかなり厳しいものがある。

高等学校の授業において教員の主義主張によって
生徒が感化され特定のイデオロギーの政党や政治団
体の活動に傾倒するとすれば大問題である。純粋な
生徒ほど教員の一面的イデオロギーに基づく教育に
感化されやすいものである。その意味でも法令の適
正な運用が大切になってくる。

現状では教育公務員については、教育基本法14
条 2 項における教育の政治的中立性の原則に基づ
き、特定の政党の支持または反対のための教育や政
治的活動をすることが禁止されている。そもそも教
育基本法第14条は、学校教育における政治教育の
限界を明示して、特定の党派や団体の政治教育を禁
止することによって教育の政治的中立を確保するこ
とを目的としている。それを具体化するために、教
育公務員特例法18条第 1 項で教育公務員の政治的
行為の制限を国家公務員の例によるとして政治的行
為の制限を国家公務員と同等とした。これにより地
方公務員に比べて、教育公務員の場合は，国家公
務員法102条 1 項および人事院規則で定められた政
治的行為が制限されることとなり制限の内容が厳し
くなっている。

また、公職選挙法においても、公務員や、教員等
が学校の児童・生徒等に対する教育上の地位を利用
した選挙運動をすることが禁止されている。

教員が具体的に学校での教育の中立を確保する
法律は、「義務教育諸学校における教育の政治的中

立の確保に関する臨時措置法」である。この法律は、
教育職員の活動に対し直接規制を加えるものではな
いが、何人に対しても、義務教育に従事する教育職
員を相手方として、特定の目的や特定の手段によっ
て、政治上の一党一派に偏した教育を行うように教
唆・せん動することを禁止している⒅。しかし、この
法律は義務教育諸学校に限定されており、高等学校
の授業で政治的中立を逸脱し偏向した教育に適用さ
れるものではない。現状での高等学校での授業の中
立の実効的法令は平成27年10月29日通知「高等学
校等における政治的教養の教育と高等学校等の生
徒による政治的活動等について」に依拠していると
いえる。けだし、これは明らかに法の欠缺といえる。
これでは教員の教育の自由の名の下に主観的なイデ
オロギー教育を実施したとしても制約の無い状態と
いえる。早期に「教育公務員特例法」を改正して、
教育公務員の政治的行為の制限違反に罰則を科す
ことや、「地方公務員法」を改正して、教職員組合
の収支報告を義務づけること。「義務教育諸学校に
おける教育の政治的中立の確保に関する臨時措置
法」を改正することにより法の適用の対象を義務教
育諸学校限定から高等学校等に拡大し、罰則強化の
必要性を感じるものである。

3．学外の高校生の政治活動

－政治活動の届け出制と都道府県格差－

2016年 3 月17日の中日新聞に、高校生の政治活動
は1970年安保闘争の頃「規制されて以来、18歳選
挙権の導入に合わせて認められた高校生の校外での
政治活動。地域や学校によっては、事前の届け出が
義務づけられる可能性があることが分かった」とい
う記事が掲載された。また、同日の産経新聞の報道
には「政治活動の届け出　愛媛県立高義務化」とい
う記事がある。選挙年齢が18歳以上に引き下げられ
るのを踏まえ、愛媛県下の県立学校は、「平成28年
度から校則を改定し、生徒が政治活動に参加する際
に学校への事前届け出を義務化する」になった。愛
媛県では「『政治的活動等に対する生徒指導に関す
る校則等の見直しについて』と題した文書を配布し
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た。その中で、 1 週間前までに届け出る事項の中に
『選挙運動や政治的活動への参加』を追加する変更
例をしめしていた」とされている。また、文部科学
省が都道府県教育委員会に示した指針によれば、安
全面の配慮などを理由にして、学校が生徒に事前の
届け出を求めることは、高校生の政治参加を学校の
判断に委ね、禁止しないとしている。しかし、届け
出制を検討している教委もあり「高校生の活動を萎
縮させる恐れがある」との声が出ている⒆。

この高校生の学外での政治活動の届け出に関して
は、都道府県により生徒が学校に届け出をすること
の有無をめぐって判断に相違がある。

文部科学省は通知において概要を示してはいるが
具体的な指針を明示していない。都道府県により届
け出に相違があるのは好ましいことではない。地方
分権を尊重することは理解できるが、都道府県が全
国バラバラの方向性では教育現場における政治活動
の一貫性の面からの問題を孕んでいるといえる。

結びにかえて

高校生が政治に積極的に参加することの意義を説
く見解もある⒇。

国民投票の投票権や選挙権を18歳以上に引き下
げることはそもそも若者が声を上げて得た権利では
ない�。このことは、第189回国会衆議院「政治倫理
の確立及び公職選挙法改正に関する特別委員会」
の井野俊郎委員の質問にもでている。それは、「参
政権というものは、当初、明治維新から始まり、い
わゆる議会設立建白書等により、国民の側から参政
権を求めてさまざまな活動がありました。議会が設
立され、その後、選挙は行われましたけれども、普
通選挙というものは行われなかった。そういう中で、
国民の側から普通選挙実施等の要求、そして、戦後
においては女性の参政権、そういう歴史的な経緯が
ございます。それはいずれも国民の側から、いわゆ
る参政権というものを欲しいんだ、政治に参画した
いんだという多くの国民のそういう盛り上がりから、
過去の参政権、現在の普通選挙権の歴史があるわ

けでございます。しかしながら、私が思いますに、
現時点で、では、若い人からのそういう声が上がっ
ているのかなというと、ちょっと、実のところどうな
のかなというふうに思うところはございます」�とい
うものが目にとまる。
「問題は、教育者に対する児童、生徒および学生

への影響力の制約方式である。修正内容は、『教育
者はその地位にあるために特に国民投票運動を効果
的に行いうるような影響力（学校の児童、生徒及び
学生に対する影響力）又は便益を利用して、国民投
票運動をすることができないものとする』としつつ、

『ただし、違反した場合の罰則は設けないものとする
こと』とされている。このように違反者に対して罰
則を設けないということは、教育現場で大きな混乱
をもたらすことになるのではなかろうか」。とくに、「イ
デオロギーに深く染まっている教師は、本来、静謐
であるべき教室を煽動、遊動の場とするであろうこ
とが、容易に想像される」�という論調は傾聴にあ
たいする。

上述したように、一日も早い法の適正な整備が望
まれる。
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